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プレスリリース
報道関係者各位

2025年12月2日
一般社団法人再エネ100宣言 RE Action協議会

再エネ100宣言 RE Actionが年次報告書2025を公表
106団体が電力の100％再エネ化を達成し、再エネ電力メニューの契約先は新電力が約6割を占める

一般社団法人再エネ100宣言 RE Action協議会（東京都千代田区、代表理事 髙村 ゆかり）は、同協議会が運
営に当たる再エネ100宣言 RE Actionの年次報告書を公表しました。この報告書には2024年11月から2025年10
月までの活動や参加団体の再エネ導入状況などをまとめています。併せて、中堅・中小企業、地方公共団体、非営
利団体による再エネ導入や脱炭素の取り組み事例72件をウェブサイトに掲載しました。

＜年次報告書の概要＞
 2024年度は106団体が再エネ100％を逹成した。再

エネ100％達成団体は毎年増えている（図1）。
 参加団体の再エネ100％達成目標年の平均は2036

年で、全体の約半数に当たる191団体が2030年まで
の達成を目指している。

 2024年度に実施した再エネ調達手法について、アン
ケート回答団体の約2割にあたる51団体が発電設備
を新設または増設した。再エネ電力メニューの契約
先となる小売電気事業者の内訳では新電力が約6割
を占めている。また、複数の団体が地域新電力を選
び、再エネ電力の地産地消を後押ししている（図2）。

 210団体が「追加性のある再エネ調達を意識して取
り組むべき」と考えており、このうち約4割が既に取り組みを実践している（図3）。

 再エネ調達の問題点・課題は依然として「費用対効果の見極めが難しい」という回答が最多となった。「太陽
光発電では全電力量に足りない」団体の数も年々増加しており、再エネ電力メニューや自家発電を含む複数の
再エネ調達手法の比較検討が課題となっている。

アールイーアクション

出典：「再エネ100宣言 RE Action年次報告書2025」（https://saiene.jp/annualreport）

図1 参加団体の2024年度の再エネ割合

図 3 追加性のある再エネの調達に関する
参加団体の意識と取り組み状況

図 2 2024 年度に実施した再エネ電力の
調達の具体的手法（複数回答可）
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＜取り組み事例の公開＞
再エネ導入による脱炭素に取り組んだきっかけや具体的な内容、今後の展望、目標、挑戦したいことなどにつ

いて、参加団体が自らスライドを作成しました。取材や講演依頼のご相談は、下記お問い合わせ先（一般社団法
人再エネ100宣言 RE Action協議会事務局）へご連絡ください。

表1 取り組み事例掲載団体一覧（参加年・月順）

青森県民生活協同組合
エコワークス株式会社
株式会社エックス都市研究所
伯鳳会グループ
明治機械株式会社
株式会社レックスホールディングス
（レックスグループ）

株式会社大川印刷
千葉商科大学
総天然素材革工房 革榮
株式会社宮城衛生環境公社
株式会社MFE HIMUKA
株式会社艶金
神奈川県
株式会社イワタ
株式会社エコ・プラン
コーユーレンティア株式会社
加山興業株式会社
日崎工業株式会社
川崎信用金庫
株式会社千田環境ホールディングス
株式会社アドバンテック
山中製菓株式会社
株式会社三葉ホールディングス
株式会社平野

大和金属工業株式会社
丸和建設株式会社
株式会社古湧園
株式会社光陽社
サンコーリサイクル株式会社
株式会社深松組
株式会社ヤシロ
昭島市
株式会社永野商店
社会福祉法人 日就会
高島産業株式会社
株式会社アイミクロン
株式会社明光建商
野村不動産プライベート投資法人
株式会社FUJIDAN
有限会社藤岡保険コンサルタント
株式会社Lib Work
株式会社 西村工務店
株式会社YAMABISHI
株式会社天野さく泉建総
株式会社斎藤英次商店
株式会社オオスミ
株式会社アルソア慧央グループ
武蔵野市
環境のミカタグループ

みやぎ生活協同組合
NiX JAPAN GROUP
株式会社エコファクトリー
株式会社ディエスジャパン
山﨑株式会社
株式会社ドゥプロジエクト
株式会社TAKATA PAPER PRODUCTS
トキワ印刷株式会社
株式会社東京アセットソリューション
備前発条株式会社
株式会社多久製作所
リコーリース株式会社
株式会社SANKO
木下カンセーGROUP
株式会社ドリームブロッサム
山清電気株式会社
益田市
株式会社平野鐵工所
シオガイグループ
東邦電気産業株式会社
株式会社菜の花エッグ
株式会社カワイチ・テック
株式会社常磐植物研究所

（計72団体）
出典：取り組み事例2025（https://saiene.jp/casestudy）

◆再エネ100宣言 RE Actionとは
企業、自治体、教育機関、医療機関等の電力需要家が使用電力を100％再生可能エネルギーに転換する意思と

行動を示すことで市場や政策を動かし、社会全体の再エネ利用100％を促進する枠組みです。
年間使用電力量の条件等により、RE100の対象とならない意欲的な企業・団体が参加し、再エネ100％達成目

標年や再エネ率を毎年公表しています。

本件に関するお問い合わせ先
一般社団法人再エネ100宣言 RE Action協議会
事務局（担当：金子、長谷川、中垣）
東京都千代田区二番町9-3 THE BASE 麹町
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